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趣旨・目的
県民の健康の保持・増進と医療提供体制の確保を図るため、国が定める基本方針に即し、かつ地域の実情を踏まえて策定するもの（医療
法第30条の４第１項に基づく都道府県計画）

記載事項
●医療圏の設定 ●基準病床数 ●5疾病6事業及び在宅医療に関する事項

●地域医療構想 ●医師確保計画 ●外来医療計画 （法第30条の4第2項）

※ ５疾病６事業・・・５疾病：がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患
６事業：救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療、新興感染症の感染拡大時における医療（8期から追加）

計画期間
令和6年度から令和11年度の6年間

策定に係る法的手続き
医療審議会への諮問・答申（法第30条の４第17項）
医師会、歯科医師会、薬剤師会への意見聴取（法第30条の４第16項）
市町村、保険者協議会への意見聴取（法第30条の４第17項）
国への提出・公示（法第30条の４第17項）

栃木県保健医療計画（8期計画）の概要
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根拠法令

医療法施行令 第５条の21（部会の設置）
• 審議会には、その定めるところにより、部会を置くことができる。
• 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。
• 部会には、部会長を置き、その部会に属する委員の互選により定める。

医療計画作成指針（医療法第30条の８）を踏まえ、医療審議会の部会として保健医療計画部会を設置し、検討を

行う

部会委員は医療審議会から11名を選出

5疾病6事業及び在宅医療等に係る各協議会等との連携を図るため、必要に応じて各協議会等の代表者に参考人とし

て部会への出席を求める

計画策定後の計画の進捗については、医療審議会に報告する

8期計画の検討体制等
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各疾病・事業協議会等

関連協議会等
例）栃木県地域医療対策協議会

栃木県医療介護総合確保推進協議会
栃木県高齢者支援計画推進委員会 等

各協議会等の検討結果の報告 部会検討結果の報告

保健医療計画部会

設置

医療審議会

計画案報告
関連協議会等と連携

保健医療計画部会及び各種協議会等との関係
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令和５年度

R5.5 R5.6 R5.7 R5.8 R5.9 R5.10 R5.11 R5.12 R6.1 R6.2 R6.3

医
療
審
議
会

諮問
（3月上旬）
答申
（３月下旬）

保
健
医
療
計
画
部
会

第１回
（5/8）
・策定スケ
ジュール
・指針概要
・7期課題及び
8期検討の方
向性
・構成案

第２回
（10月中旬）
・計画素案①
（箇条書き程
度）

第３回
（12月中旬）
・計画素案②
（パブリックコメ
ント案）

第４回
（2月中旬）
・計画案
（パブリックコメ
ント反映後、医
療審議会諮問
案）

各
協
議
会
等 （各協議会等での分野ごとの検討）

そ
の
他

パブリックコメント
（12月中旬~1月中旬）
保健医療計画
医師確保計画
外来医療計画

計画決定
大臣提出
公示

適宜、各協議会での検討結果を報告し、計画案に反映

策定スケジュール（案）
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本日、お伺いしたいこと

委員それぞれの立場（医療を行う立場・医療を受ける立場・学識経験者）から、

次の点について御意見をくださるようお願いします。

○ 今後、7期計画の課題や国の作成指針等を踏まえて栃木県保健医

療計画（8期計画）を策定していく上で、特に重要な視点、重視

すべき事項等

○ 地域医療や疾病事業に係る医療等の現状や課題を把握する上で、

行うべきデータ分析や調査事項等
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栃木県高齢者支援計画「はつらつプラン21（九期計画）」骨子 

 

第Ⅰ部 総 論 

１ 計画策定の趣旨 

・計画期間中に団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年を迎え、今後いわゆる団塊ジュニ

アが65歳以上となり、高齢人口がピークを迎える2040年を見通すと、85歳以上人口

が急増し、医療・介護双方のニーズのある要介護高齢者が増加する一方、生産年齢人口

が急減することが見込まれていることから、中期的な目標として県及び市町が目指す高

齢者支援施策の方向性を示す。 

 

２ 計画の位置づけ 

・老人福祉法に基づく「老人福祉計画」と併せ介護保険法に基づく「介護保険事業支援

計画」として位置づけ 

・栃木県重点戦略「とちぎ未来創造プラン」及び各関連計画（栃木県保健医療計画、栃

木県地域福祉支援計画等）と調和のとれた計画策定 

・市町が策定する介護保険事業計画との整合性確保 

 

３ 計画期間 

 

・令和6（2024）年度から令和8（2026）年度まで（３年間） 
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４ 高齢者福祉圏域 

・保健・医療・福祉の連携を図る観点から「栃木県保健医療計画」における二次保健医

療圏と同一に設定 

５ 高齢者人口等の現状と将来推計 

(1) 現状 

① 高齢者人口 

② 要支援・要介護認定者数 

③ 介護サービスの利用者数 

 

(2) 将来推計 ※2040年までの推計 

① 高齢者人口 

② 要支援・要介護認定者数 

③ 認知症高齢者数 

④ 高齢者単独・夫婦のみ世帯数 

 

６ 計画の基本目標 

「とちぎで暮らし、長生きしてよかったと思える社会」の実現 

 

  ７ 県民・事業者等の理解・協力及び県・市町の役割 

(1) 県民の理解・協力 

(2) 事業者・関係団体等の理解・協力 

(3) 県・市町の役割 

 

 ８ 地域共生社会の実現に向けて 

 

 ９ 施策の体系 

  ・体系図 

  ・SDGｓ 
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第Ⅱ部 各 論 
 

※各論の構成について 

 

  次ページの「栃木県高齢者支援計画「はつらつプラン２１」（九期計画）各論骨子」に

に沿って、下記の構成で計画を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○基本的な考え方 

   各章の概要を記載 

  ○現状と課題 

   各章ごとの現状と課題を記載 

  ○施策の方向性 

   課題の解消のために進めていく施策の方向性を記載 

  ○評価指標 

   目指すべき姿を実現するための施策実現状況等の評価指標を記載 

 

 

 

 

 

 

現 状 と 課 題     

施 策 の 方 向 性     

評 価 指 標     

基本的な考え方 

【基本的な構成】 



第 Ⅱ 部   各  論 第 Ⅱ 部   各  論
Ⅰ   施 策 の 方 向 Ⅰ   施 策 の 方 向

第 １ 章   生 き が い づ く り の 推 進 第 １ 章   生 き が い づ く り の 推 進
１   社 会 参 加 の 促 進 １   社 会 参 加 の 促 進
２   就 業 機 会 の 確 保 ２   就 業 機 会 の 確 保
３   学 習 機 会 の 提 供 ３   学 習 機 会 の 提 供

第 ２ 章   介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 の 推 進 第 ２ 章   介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 の 推 進
１   健 康 づ く り の 推 進 １   健 康 づ く り の 推 進

(1) 健 康 の 維 持 ・ 増 進 (1) 健 康 の 保 持 ・ 増 進
(2) 生 活 習 慣 病 の 早 期 発 見 と 適 切 な 管 理 (2) 生 活 習 慣 病 の 予 防 及 び 早 期 発 見 の 推 進

２   介 護 予 防 の 推 進 ２   介 護 予 防 ・ フ レ イ ル 予 防 の 推 進
(1) 介 護 予 防 事 業 の 推 進 (1) 介 護 予 防 事 業 の 推 進
(2) 予 防 給 付 サ ー ビ ス の 確 保 (2) 予 防 給 付 サ ー ビ ス の 確 保

３   高 齢 者 の 保 健 事 業 と 介 護 予 防 の 一 体 的 実 施 の 推 進 ３   高 齢 者 の 保 健 事 業 と 介 護 予 防 の 一 体 的 実 施 の 推 進
４   地 域 に お け る 支 え 合 い の 推 進 ４   地 域 に お け る 支 え 合 い の 推 進

(1)生 活 支 援 体 制 整 備 の 推 進 (1)生 活 支 援 体 制 整 備 の 推 進
(2)支 え 合 い 体 制 づ く り の 促 進 (2)支 え 合 い 体 制 づ く り の 促 進

(3)家 族 介 護 者 へ の 支 援
５   地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー の 機 能 強 化 ５   地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー の 機 能 強 化

第 ３ 章   介 護 サ ー ビ ス の 充 実 ・ 強 化 第 ３ 章   介 護 サ ー ビ ス の 充 実 ・ 強 化
１   介 護 サ ー ビ ス の 基 盤 整 備 １   介 護 サ ー ビ ス の 基 盤 整 備

(1) 在 宅 サ ー ビ ス の 充 実 (1) 在 宅 サ ー ビ ス の 充 実
(2) 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス の 確 保 (2) 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス の 確 保
(3) 施 設 ・ 居 住 系 サ ー ビ ス の 基 盤 整 備 (3) 施 設 ・ 居 住 系 サ ー ビ ス の 基 盤 整 備

①  基 盤 整 備 の 推 進 ①  基 盤 整 備 の 推 進
②  サ ー ビ ス の 質 の 向 上 ②  サ ー ビ ス の 質 の 向 上
③  療 養 病 床 の 転 換 支 援

(4) 安 心 し て 暮 ら せ る 住 ま い の 確 保 (4) 安 心 し て 暮 ら せ る 住 ま い の 確 保
２   介 護 サ ー ビ ス の 適 正 な 運 営 ２   介 護 サ ー ビ ス の 適 正 な 運 営

(1) ケ ア マ ネ ジ メ ン ト の 確 立 (1) ケ ア マ ネ ジ メ ン ト の 促 進
(2) 利 用 者 へ の 情 報 提 供 (2) 利 用 者 へ の 情 報 提 供
(3) 指 導 ・ 監 査 の 充 実 (3) 指 導 ・ 監 査 の 充 実
(4) 苦 情 へ の 的 確 な 対 応 (4) 苦 情 へ の 的 確 な 対 応
(5) 介 護 給 付 の 適 正 化 (5) 介 護 給 付 の 適 正 化

３   費 用 負 担 の 適 正 化 ３   費 用 負 担 の 適 正 化
第 ４ 章   在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 の 推 進 第 ４ 章   在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 の 推 進

１   在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 に 係 る 普 及 啓 発 １   在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 に 係 る 普 及 啓 発
２   在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 に 係 る 人 材 確 保 ・ 育 成 ２   在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 に 係 る 人 材 確 保 ・ 育 成
３   在 宅 医 療 提 供 体 制 の 整 備 ３   在 宅 医 療 提 供 体 制 の 整 備

第 ５ 章   認 知 症 施 策 の 推 進 第 ５ 章   認 知 症 施 策 の 推 進
１   認 知 症 に 関 す る 理 解 の 促 進 と 本 人 ・ 家 族 へ の 支 援 １   認 知 症 に 関 す る 理 解 の 促 進 と 本 人 ・ 家 族 へ の 支 援
２   認 知 症 の 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 に 向 け た 体 制 の 構 築 ２   認 知 症 の 早 期 発 見 ・ 早 期 対 応 に 向 け た 体 制 の 構 築
３   認 知 症 対 応 力 の 向 上 ３   認 知 症 対 応 力 の 向 上
４   若 年 性 認 知 症 へ の 対 応 ４   若 年 性 認 知 症 へ の 対 応

第 ６ 章   介 護 人 材 の 育 成 ・ 確 保 第 ６ 章   介 護 人 材 の 確 保 ・ 育 成
１   参 入 促 進 １   多 様 な 人 材 の 確 保
２   資 質 の 向 上 ２   人 材 の 育 成 ・ 資 質 の 向 上
３   労 働 環 境 ・ 処 遇 の 改 善 ３   労 働 環 境 ・ 処 遇 の 改 善

第 ７ 章   安 全 ・ 安 心 な 暮 ら し の 確 保 第 ７ 章   安 全 ・ 安 心 な 暮 ら し の 確 保
１   相 談 体 制 の 充 実 １   相 談 体 制 の 充 実
２   成 年 後 見 制 度 等 の 利 用 促 進 ２   成 年 後 見 制 度 等 の 利 用 促 進
３   高 齢 者 虐 待 防 止 対 策 の 推 進 ３   高 齢 者 虐 待 防 止 対 策 の 推 進
４   日 常 生 活 の 安 全 ・ 安 心 対 策 ４   日 常 生 活 の 安 全 ・ 安 心 対 策

(1) 消 費 者 被 害 防 止 対 策 (1) 消 費 者 被 害 防 止 対 策
(2) 交 通 安 全 対 策 (2) 交 通 安 全 対 策
(3) 防 災 対 策 (3) 防 災 対 策
(4) 感 染 症 対 策 (4)感 染 症 対 策

栃 木 県 高 齢 者 支 援 計 画 「 は つ ら つ プ ラ ン ２ １ 」 （ 九 期 計 画 ） 各 論 骨 子 に つ い て
八 期 計 画 九 期 計 画
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介護 医療

2023 1～3

2023 4～6

7～9

10～12

2024 1～3

栃木県高齢者支援計画「はつらつプラン２１（九期計画）」策定スケジュール

備考
県

年月
市町

介護保険事業計画
国

第２回委員会

・現状把握等

第１回委員会

・計画骨子（案）

第２回委員会

・計画素案①

第３回委員会

・計画素案②

第４回委員会

・計画最終案

医療介護総合確保

推進協議会

介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査

在宅介護実態調査

基本指針（案）

基本指針（案）

骨子

医療介護総合確保

推進協議会

医療介護総合確保

推進協議会

特養入居待機者調査

施設整備意向調査

計画（案）

パブリック・コメン

ト

医療と介護の体制整備に係る

協議の場（２次医療圏域単位）

市町ヒアリング

（県実施）

市町実施状況調査

（県実施）

サ
ー
ビ
ス
見
込
量
推
計
作
業

計画決定 計画決定

保険料決定

医療介護総合確保

推進協議会

介護保険部会

（制度見直しの検討）
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都道府県国民健康保険運営方針策定要領（令和５(2023)年６月）
主な追加又は変更点【概要】 運営方針（第３期）の素案における対応【概要】

ー

運営方針の対象期間、運営方針の検証・見直し、記載事項
第
１
章

基
本
的
事
項

① 令和６(2024)年４月１日から令和12(2030)年３月31
日までの６年間としていく。

② おおむね３年を目安に評価等を実施し、必要がある
と認めるときは見直しを行うことを明記していく。

③ 必須記載事項として設定していく。

① 国保運営方針は、おおむね６年ごとに定める。

② 国保運営方針の取組の状況をおおむね３年ごとに把握・分析、
評価検証を行い、必要と認めるときは見直しを行う。

③ 「保険料の水準の平準化に関する事項」、「医療費の適正化
の取組に関する事項」、「市町村の国保事業の広域的・効率的
な運営の推進に関する事項」を必須記載事項とする。

国
保
の
医
療
に
要
す
る
費
用
及
び
財
政
の
見
通
し

赤字解消・削減の取組、目標年次等

第
２
章

国
民
健
康
保
険
の
医
療
に
要
す
る

費
用
及
び
財
政
の
見
通
し

① ア～エの全てについて、これまでも実施しており、
今後も継続していく。

② ア～ウの全てについて、既に運営方針（第２期）に
明記しており、内容は維持していく。
なお、新たな法定外繰入等が生じないよう、国保運

営方針連携会議等を通じた定期的な助言等を行ってい
くことを追記していく。

① 都道府県は以下の事項を実施する。
ア 赤字市町の赤字の要因分析、要因を踏まえた取組内容、解
消予定年度の設定根拠等の確認・助言等を行う。

イ 赤字解消の目標年次の前倒しについて、具体的な取組と併
せて検討する。

ウ 法定額繰入等の額、解消予定年次等の状況を公表（見える
化）する。

エ 赤字市町の計画の進捗状況、法定額繰入を行っていない市
町を注視し、新たな法定外繰入等が生じぬよう、あらゆる機
会を活用し、定期的に助言等を行う。

② 国保運営方針には下記の事項を記載する。
ア 法定外繰入等の解消目標年度
イ 新たに法定額繰入を行う市町が発生した場合の対応方針
ウ 都道府県としての取組の役割

財政安定化基金の運用 ① 栃木県国民健康保険財政安定化基金では、「財政調整
事業」を新たに追加（令和４(2022)年４月１日施行）し、
令和４(2022)年度に県・市町間で協議を行った内容を踏
まえて、当該事業の活用の考え方（活用の要件・活用の
限度額の設定を含む）を追記していく。

① 新たな「財政調整事業」の具体的な活用方法について市町と
協議の上で決定する（活用の考え方等を定めることが考えられ
る）。

都道府県国民健康保険運営方針策定要領（令和５(2023)年６月）の主な追加又は変更点（下表：左側）や市町・栃木県国民健康保険
団体からの意見等を踏まえて、本県運営方針（第３期）の素案への対応を次のとおり整理していく（下表：右側）。

令和５年度第２回栃木県国民健康保険運営協議会 資料

都道府県国民健康保険運営方針策定要領等を踏まえた対応（案）について

令和５年８月23日栃木県国民健康保険運営方針（３期方針）について
資料参考３－⑥
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都道府県国民健康保険運営方針策定要領（令和５(2023)年６月）
主な追加又は変更点【概要】 運営方針（第３期）の素案における対応（案）【概要】

市
町
村
に
お
け
る
保
険
料
の
標
準
的
な
算
定
方
法
及
び

そ
の
水
準
の
平
準
化
に
関
す
る
事
項

保険料水準の統一に向けた検討 第
３
章

市
町
に
お
け
る
保
険
税
の
標
準
的
な
算
定
方
法
及
び
そ
の
水
準

の
平
準
化
に
関
す
る
事
項

① 「保険税水準の統一に向けた取組」として、令和３
(2021)～４(2022)年度にかけて県・市町間で検討・整
理を行ってきた内容を踏まえて、次のとおり追記して
いく。
なお、「納付金、標準保険料率の算定」の項目では、

納付金算定における「医療費指数反映係数(α)」の
設定(段階的に医療費水準を考慮しない算定への移行)等
のほか、「医療費水準に応じた２号繰入金の活用」を
追記していく。

＜概要＞
・保険税水準の統一の考え方（定義）･･･左表のア・イ
※原則として「県内のどこに住んでも、同じ世帯構成、
同じ所得水準であれば、同じ保険税水準」を目指す。

・保険税水準の統一までの進め方･･･左表のウ・エ
※１ 納付金ベースの統一（令和６(2024)年度から５

年の移行期間を設定）
※２ 令和10(2028)年度までに、保険税の算定方式を

３方式、賦課（課税）限度額を政令の限度額と
同額とすることの統一

※３ 完全統一の実現まで段階的に進めていく（時期
は明示しない）

※４ 統一までの工程表の設定、事業運営上の課題の
検討（国保運営方針連携会議を通じた議論の継
続）の設定

① 運営方針に記載する保険料水準の平準化に関する事項は次
のとおり。
ア 統一に向けた基本的な考え方
イ 統一の定義に関する事項
ウ 統一の目標年度に関する事項
エ 統一に向けた検討の組織体制やスケジュールに関する事
項

市
町
村
に
お
け
る
保
険
料
の
徴
収
の

適
正
な
実
施
に
関
す
る
事
項

収納対策 第
４
章

市
町
に
お
け
る
保
険
税

の
徴
収
の
適
正
な
実
施

に
関
す
る
事
項

① 収納率目標未達成市町における収納率向上に向けた
取組に資するよう、次の内容を整理・追記していく。

・収納率目標未達成市町における課題等の分析及び検証
と、目標達成後の更なる収納率向上の取組継続（市
町・県）

・運営方針（第２期）の内容に加えて、策定要領で新た
に示された「参考取組」により、県が定める取組とし
て多様な収納方法の標準化の促進、国保連合会及び地
方税滞納整理推進機構との連携等と整理（県）

・新たに、納付促進に資するナッジ理論によるモデル的
な勧奨取組の普及を通じた市町支援（県）

① 都道府県が定める市町村の収納率目標達成のために収納対
策の強化に資する取組として、新たに参考取組（下記項目）
が例示された。
・口座振替等の推進
・税部門との連携等による収納体制の強化
・事務処理の広域化・集約化・効率化
・都道府県、国保連の関与

２



都道府県国民健康保険運営方針策定要領（令和５(2023)年６月）
主な追加又は変更点【概要】 運営方針（第３期）の素案における対応（案）【概要】

市
町
村
に
お
け
る
保
険
給
付
の

適
正
な
実
施
に
関
す
る
事
項

第三者求償や過誤調整等の取組強化に関する事項 第
５
章

市
町
に
お
け
る
保
険

給
付
の
適
正
な
実
施

に
関
す
る
事
項

① 国の取組強化に係る通知（令和３(2021)年度通知）
や令和５年改正国保法）を踏まえ、次の内容を新たに
追記していく。

・取組強化に資する数値目標の設定（市町）とＰＤＣＡ
サイクルに沿った改善・強化（市町・県は市町の支
援）

・第三者行為に係る速やかな届出に資する、関係機関
（官公署等）への資料提供依頼（市町）

・市町から関係機関への資料提供の求め方や、令和７
(2025)年度以降に市町からの受託することが可能とな
る広域的・専門的見地からの損害賠償請求事務の在り
方等について、県・市町間での協議を実施(県)

① 第三者求償事務において令和５年法改正により、令和７年
度以降に、広域的・専門的見地から必要があると認める場合、
都道府県が市町村から委託を受けて求償事務を行うことが可
能となることが追加された。

※関連通知「第三者行為求償事務の更なる取組強化について
（令和３年８月６日付け保国発0806第２号）」が追記された。
→PDCAサイクルの循環に係る評価指標等の設定例の変更等

都
道
府
県
等
が
行
う
国
民
健
康
保
険
の
安
定
的
な
財
政
運
営
及
び

被
保
険
者
の
健
康
の
保
持
増
進
の
た
め
に
必
要
と
認
め
る

医
療
費
の
適
正
化
の
取
組
に
関
す
る
事
項

医療費適正化計画との関係 第
６
章

国
民
健
康
保
険
の
安
定
的
な
財
政
運
営
及
び
被

保
険
者
の
健
康
の
保
持
増
進
の
た
め
に
必
要
と

認
め
る
医
療
費
の
適
正
化
の
取
組
に
関
す
る
事

項

① 国が設定する特定健康診査の受診率・特定保健指導
の実施率の目標値（国保）がいずれも60%に据え置か
れる見込みであることや県内の受診率の状況等も踏ま
え、次のとおり医療費の適正化に資する取組を整理・
追記していく。

・データヘルス計画に基づく効率的・効果的な保健事業
の実施
※新たなデータヘルス計画策定の手引（国）を踏まえ、
県内全体の共通指標・目標値の達成に向けた取組の
推進（県・市町）

・特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上
※県・市町の取組の明確化（県・市町）
※市町の現状認識を踏まえた受診率等の向上に資する
取組例の設定等（市町）

・糖尿病等生活習慣病重症化予防に向けた取組の推進
※運営方針（第２期）では糖尿病に関する内容が中心
であったため、生活習慣病全般の発症予防に資する
ポピュレーションアプローチの設定（県・市町）

※県内の健康課題の解決に向けた市町の効果的な事業
展開への支援（県）

・その他医療費の適正化に向けた取組の推進
※フレイル・オーラルフレイルの普及（県・市町）

① 医療費の適正化に関する事項は、都道府県医療費適正化計
画の目標や施策の内容と整合を図る（医療費適正化計画に盛
り込まれた都道府県又は市町村が保険者として取り組む内容
は国保運営方針にも盛り込み、計画の具体化を図ることされ
てきたが、医療費の適正化に向けた取組を進めるとして表現
が変更された）。

※現在実施している医療費適正化経過計画の見直しにあわせ、
新しい内容の保険者としての取組等を記載すること。

３



都道府県国民健康保険運営方針策定要領（令和５(2023)年６月）
主な追加又は変更点【概要】 運営方針（第３期）の素案における対応（案）【概要】

市
町
村
が
担
う
事
務
の
広
域
的
及
び

効
率
的
な
運
営
の
推
進
に
関
す
る
事
項

標準的、広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組 第
７
章

市
町
の
国
民
健
康
保
険
事
業
の

広
域
的
及
び
効
率
的
な
運
営
の

推
進
に
関
す
る
事
項

① 「標準的、広域的及び効率的な運営の推進に向けた
取組」の項目において、保険税水準の統一に向けた取
組と同時に、事務の標準化及び広域化の検討を行って
いくことを追記していく。

② 県内市町において「市町村事務処理標準システム」
の導入意向が少ないことから、導入に向けたスケ
ジュールは明記しない。

① 事務の標準化、広域化及び効率化に関する事項（葬祭費の給
付額の統一や一部負担金の減免基準の統一等）については、保
険料水準の統一の議論と並行して検討することが重要とされた。

② 市町村における「市町村事務処理標準システム」の導入に向
けたスケジュールを記載することも考えられる、とされた。

４



栃木県医療費適正化計画協議会設置要綱  
 
 （設 置）  
第１条 県民の健康の保持・増進を推進するとともに、良質かつ適切な医療 

を効率的に提供する体制を確保することにより、医療費適正化を総合的か 
つ計画的に推進するため、「栃木県医療費適正化計画協議会」（以下「協議 
会」という。）を設置する。  

 
 （協議事項）  
第２条 協議会は次に掲げる事項を協議する。  
 ⑴ 「栃木県医療費適正化計画」の策定及び推進に関する事項  
 ⑵ その他必要な事項  
 
 （組 織）  
第３条 協議会は、委員２０名以内をもって構成する。  
２ 委員は、次に掲げる者の中から知事が委嘱する。  
 ⑴ 保健医療関係団体の代表  
 ⑵ 健康診査等実施者の代表  
 ⑶ 医療保険者等の代表  
 ⑷ 学識経験者等  
 ⑸ 市町村の代表  
 
 （任 期）  
第４条 委員の任期は３年とする。ただし、欠員が生じた場合の後任委員の 

任期は、前任者の残任期間とする。  
２ 委員は再任することができる。  
 
（会長及び副会長）  
第５条 協議会に会長及び副会長を置く。  
２ 会長及び副会長は、委員の互選により選出する。  
３ 会長は、協議会を主宰し、会務を総理する。  
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 
 （会 議）  
第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。  
２ 会長は、必要があると認めるときは、協議会に委員以外の者の出席を求 

めて意見を聴くことができる。  
 
 （事務局）  
第７条 協議会の事務局は、栃木県保健福祉部国保医療課に置く。  
 
 （その他）  
第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、 

会長が別に定める。  
 
    附 則  
  この要綱は、平成２８年６月１４日から実施する。  
 

 附 則  
  この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。  

参考資料３－⑦ 


